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「特別剰余価値Jと「強められた労働J

降旗節雄

はじめに

「資本論』第1巻，第4篇，第10主主「相対的剰余価値の概念」において，

マルクスは，生産力の増大を基礎とした労働力の髄龍低下にもとずく

的剰余価値の生産」を説明するにさいして，この「相対的剰余倍値の

建解するためには，すでに得られた成果のみを基礎として，つぎのことをの

べておかねばならぬJとして， i資本が相対的剰余価値の生産において全体

的に行なうことを，個別的に行なう」特殊な方法を， i特別剰余価値」の問

題としてあきらかにしているO すなわち「例外的な生産力をもっ労働は，強

められた労働して作用する，一一つまり同じ時間内に同種の社会的な平均労

轍よりも大きな価値をつくりだす」というのであるO

しかしマノレクスも指橋しているように，一方では「新たな生産様式が一般

化し，したがってまたより安く生産された荷品の個別的傾億と社会的髄値と

の差別が消滅するや否や，かの特別矛IJi関は消滅するJとともに，他方では

「諸商品の価値は労働の生産力に逆比例」し， i労働力の僻直も一一諸商品

価値によって規定されるがゆえに一一向じことである」。この点からすれば

「労働の生産主力に比例lJして獲得される「相対的剰余悟値」と， i特別剰余

価値Jとは"その基本的性格において根本的な対照をみせているO つまりこ

の「特別剰余{函館Jの関係にあっては，特定の資本における生産力の増大に

「正比例Jして，その生産物としての総「商品の備舘Jは規定されるととも

に，この増大した生産力が一般的に普及するにつれて， この「特別剰余価

値」自身は「消滅JすることになるのであるO

あきらかに「特別剰余錨値の生産」の過程は， i相対的剰余舗値の
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の過程と，一見相反する運動を展開しているので、あって，しかも問題は，か

かるふたつの運動過程を「労働時間による錨値規定の法則Jによって統一的

に説明しなければならなL、点にある。

しかもマルクスは，この「特別剰余価値」の解明にさいして， 1競争の科

学的分析は資本の内的本性が把擢されるときにのみ可能となる」のであり，

「資本家的生産の内在的法員Ijが資本の外的運動において現象し，競争の強?隊

法則としてみずからを主張し，したがってまた推進的動機として個々の質本

家の意識にのぼる仕方様式は，いま考察すべきではなしづとして，もっぱら

この「資本家的生産の内在的法貝IJJのみによってこの「運動Jを理解すべき

であるとするのである。かくて，この「特別剰余価値Jの基礎としての「例

外的な生産力をもっ労働は，強められた労働として作用するJという特殊な

関係を， 1資本家的生産の内在的法則」としての「労働時間による価値規定

の法則Jのみによって， したがって「競争の科学的分析」によってではな

く，むしろそのための前提として，この「競争Jを捨象した「資本の内的本

性jのうちにあきらかにすること一一これがここでとりあげる問題である。

1) K・マルクス『資本論』青木文庫版⑧535J言。(以下 F資』と略称する。〉

2) r資J③538
3) r資J③539Ao
4) r資J③538頁0
5) r資J③535頁。

この問題にたいする通説的解釈は，ローゼンベノレクによってあたえられて

いる。かれは「特別剰余描値」と「相対的剰余価値Jとを 1I玄別jする必要

を強調しつつ，両者の差異をつぎのように規定しているO

「特別剰余価値は，個々の資本家が他の資本家との競争戦で志向するもっ

とも手近かな自的であるO したがって，それは〔剰余労鮪取得のー形態とし

て〉労働者と資本家との関係をあらわすだけでなく，資本家同志の関係をも
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あらわず。それは，他の資本家の犠牲においてもっとも強力な資本家たちの

手にはいり，強大なもののカをさらにいっそう増大させるO マノレグスは，ど

のようにして特定Jj剰余価値が資本家たちに，競争のために自分の商品をその

錦剖的価値以上に，だが社会的幅値以下に売る可能性をあたえるかを，しめ

している。だが相対的剰余錨値となると，これはもはや，資本主義の発展が

もたらす一般的結末であって，個々の資本家の個々の行動はそのなかでは消

えでなくなっているO 相対的剰余価値は剰余価値率の一般的上昇となってあ

らわれるのであって，この見地からすれば，それは労働者階級と全資本家階

級との関係を表示するのであるoJ 

すなわちかれにおいては「特別剰余価値」は「資本家間志の関係」をあら

わすのにたいし， r相対的君主j余価値Jは「労働者階級と全資本家階級との関

係Jをあらわすという点で，両者は根本的に区百IJされている。前者もまた

「労働者と資本家との関係をあらわすJといっても，それはただ「剰余労働

の取得のー形態として」そうであるというにすぎない。つまり「剰余価値」

という点からは労働者の剰余労働の体化物にほかならず，したがって「労働

者と資本家との関係jによって規制されざるをえないとしても， r特別剰余

価値」が「相対的剰余価値」と区別されるゆえんは， r他の資本家の犠牲に

おし、てもっとも強力な資本家たちの手にはいる」という点にもとめられると

いうのである。

したがって，かれによれば「特別剰余締値の全面的な研究は，もはや『資

本論J第1巻の範囲外に出ることになる。なぜなら，現象の表面では，また

資本主義的生産の代理人の意識においては，特別剰余価値の追求は超過利潤

の追求の形態をとるのであって，そして超過利潤は『資本論』第3巻で、マル

クスが研究しているからである。」

このローゼンベノレクの考え方とほぼ向ーの観点から「特別剰余価値」を解

釈したものに，向坂逸郎氏の「市場価値論と相対的剰余価値論JがあるO 氏

はこの ru相対的剰余価値の概念Jにおける問題の存する個所は，市場価値
論との関連において容易に理解されうる」という立場から，この「特別剰余
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価値Jを市場価値論によって説明しているO

すなわち「最もすぐれた生産諸条件をもっ生産物は，その個別的値値以上

に売られるために，特別剰余儲{農が生れる。この生産物は，個別的価値以上

の労働量が含まれているものとして売られるかぎり，比聡的にいえば，そこ

には労働量の上で空虚な部分ができているO つまり『強められた労働Jとし

て作用するために，現実iこ含まれた労働量を越えている。いわば薄められて

いるにもかかわらず，濃い労働の生産物と同じ儲値として現実に貫かれてい

る。しかし他方では，劣悪な生産諸条件をもっ経営の生産物は，その個別的

価値以下で売られるO いまもし正確に，この生産部門における市場錨値ふ中

位の諸条件をもっ経営の生産物によって決定されるとすれば，そして，ヨリ

すぐれた経営とヨリ劣悪な経営:の双方の生産物が同量で柏互に枢対している

とすれば，先にのべたような均衡化の運動によって中位に平均されて，上下

双方の条件をもっ生産物は，お互いに過不足なく労働量をわけあってい('

したがって，この部門tこかんしてのみいうかぎり，この部門で支出され

{動は，全部平均に参加する。この平均化のために上下の生産諸条件をも

産物に含まれた価{直の実体たる労働は，お互いに過不足を補いあい，全灼と

しては，価値どおりに，すなわち市場価値で売られているJというの

る。

P ーゼンベノレグの説明においても，向坂氏の解釈においても，諸資本の

「競争Jを導入しつつ， r他の資本家の犠牲においてJr特別剰余価値jの

成立の根拠を解明している点では開じである。ただ向坂氏においては，この

過程を「市場価値jの問題へと意識的に還元しており，その点ではp ーゼン
注〕

ベルグの説明をさらに徹底したものとみることができるO

注〉もっとも市場価値論においても，けっして「この平均イじのために上下の生産諸条

件をもっ生産物に含まれた価値の実体たる労働は，お互いに過不足を補いあい明全

体としては価値どおりに，すなわち市場価値で売れているJものとして理解される

べきではない。これは日高普氏の批判されるとおり，おそらく向坂氏にあっては

f1随別的価値と社会的価鐙との関係を，価値と生産価格の関係に似せて考え」られ
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ているからであろう。 く日高普rr強められた労働』の問題(l)J経済志林第22巻，
第2号， 114頁参照〉したがって向坂氏の特別君事j余価値の解釈においては，たんに

市場価値規定を援用して特別剰余価値をとくとし、う方法上の問題の背後に，さらに

その市場価値規定の把握自身に誤りがあるというこ震の欠焔を指檎しておかねばな

らない。

Lかし，すでにみたようにマルクスは「資本家的生産の内在的法則が資本

の外的運動において現象L，競争の強制法則として自らを主張し，したがっ

てまた推進的動機として個々の資本家の意識にのぼる仕方様式は，いま考察

すべきではないJとして，この「特別剰余価値Jとしての「相対的剰余髄値

のさ主産」を「すでに得られた結果のみを基礎としてJ I述べてJいることは

あきらかであるO したがって「改良された生産様式を充用する資本家が，向

のf自の資本家にくらべてJより多くの剰余描イ患を獲得しうるという

のも、けっして「他の資本家の犠牲において」ではなく，もっぱら「改良さ

れた主産様式を充用する」資本における「強められた労働」によって説明し

ているのであるO たしかに，この「改良された生産様式Jの採用にもとずく

商品生産量の増加によって「より大きい市場範閤Jが必要とされる場合は，

このすぐれた生産力をもっ資本家は，その商品を「社会的価値以下で」売ら

ねばならぬであろう O しかし「社会的儲鑑以下で」売らねばならぬというの

は，このばあい，出来の生産様式にたつ他の資本家でも同様で、あって，ここ

される「特別剰余価値Jが「他の資本家の損失によってうめあわされ

るj ことを意味するものではなく，したがって一定の市場関係にもとずくこ

の鏑格変動は， I特別剰余価値」の根拠が，すぐれた生産力をもっ資本にお

ける「強められた労働Jのみに依存していることを否定するものではない。

ただ市場関係によって，この部門のすべての商品は儲値以下の価格で売ら

れ，したがってそれだけ f特別剰余価飽Jも価値としての実現が制約される

というだけのことである。

向坂氏は諸資本の競争の理論的取扱いについて次のようにのべているO

「第1巻では競争から抽象されている C しかしこのことは競争を無視してい
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るのではない。資本の運動法則は，競争の強制法則として現われるのである

から，競争を予想しないではいられなし、。ただ一つ体系的知識の構成上

れをヨリ具体的には考麗しなかったままである。したがって第 l巻において

も，必要に応じて競争は，表面に現われてくる。相対的剰余{図鑑論の場合

は，まさにそれである。」

第 1巻ばかりでなく第2巻でも，諸資本の「競争」を「無視しているので

はなI，'Jことは当然であり， r資本の運動法則Jは「競争を予想、しない
解明できないことはいうまでもないが，といって「第1巻においても，

に応、じて競争は表面に現れてくるJものとすることはできない。

マルクスのいうように，第1巻では「それ自体としてとりあげられた

家的生産過程が甚接的生産過程としてJ研究され，第2巻ではその「流通過

程」による「補足Jがなされたのにたし、して，第3巻ではじめて

屈で種々の資本の相互的行動たる競争Jをとおして展開される資本の「具体

的諸形態Jがあきらかにされるので、あって、要するに第1巻，第2巻が，資

本と賃労働との全体的対立関係を基軸としつつ「資本の内的本性Jを「資本

家的生産の内在的法則」として把握するものであるのにたいして，第3巻こ

そ，この「内夜的法則Jが「資本の外的運動において現象し，競争の強制法

則として自らを主張Jする過程を「競争の科学的分析」として逐行する領域

にほかならないのである。このような『資本論』各巻の対象領域の基本性格

における差異を明確に把握するならば， r第 1巻では競争から抽象されてい

るJが，しかし「必要に応じて競争は，表面に現われてくる jというような

安易な主張は到底許されうべくもなし、o r特別剰余鏑値Jも， r競争」をと

おして「資本の外的運動において現象」するばあいには，一般的に超過利潤

としてあらわれるとしても， r特別剰余価値J自体の理論的解明はあくまで

「資本の内的本性Jにおいてなされるべきであって， これを「必要に応じ

てJ導入された「競争J関係からあきらかにしようというのは， r一つの体

系的知識の構成」を無視した方法的倒錯をおかすものといわざるをえないで

あろう O
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かくて r資本論J体系の基本構成にしたがって， I労働の例外的な生産力
にもとづく特別剰余{図鑑を個々の資本家によって獲得される相対的剰余価値

として，単に市場の交換関係によって与えられるものとしてでなく，

自体において造りだされるより大きな価鑑として考えようというJ 注自

さるべき反通説的な卒見Jをしめされた，宇野弘蔵教授の所説が，つぎに検

討されねばならない。

宇野教授は，その論文「根対的剰余価値の概念Jにおいて，まず「特別剰

余価飽!の問題について「労働の生産力が……資本の生産力としてあらわれ

る摂り，同じ労働がその生産条件を異にするということによってヨリ大なる

価値を生産するものとせられるのであるが，それは尚市場価舘を蝶介とせず

して主張せられるので、あって，それが現実的には剰余利潤に転化せられて実

現されるにしても，これを市場価値としての社会的価値の考察から説明する

ということは疑問を残す余地があるといわれなければならなし、。かかる説明

がたとい結局は謬っていないにしても，相対的剰余儲値自身が君主j余利潤を通

じて理解せられることになり，それ自体において完全に説明せられるとはい

えないであろうJとして，特別剰余価鰻を市場価値論によって理解する方法

を排除し，マノレグスととも「既得の結論だけに基いて」つぎのよう

れているO

「加何なる社会においてもー産業部門の一部に行なわれたる生産方法の改

交じ

蓄による生産力の増進は，使用錨舗の生産の増大であると共にそれが一般化

されるためには，多かれ少なかれ一定の期間と一定の費用とを要するものと

いえるであろう O 資本主義はこれを個人的利益を通じて普及する機構以外に

は方法を有さないので、あって，それは当然価値法則として現われなければな

らなL、。工業における相対的剰余価値はこの場合かかる社会的規制を無意識

的に展開しているのである。……かくて若々は先きに指摘した『例外的。生

産力を有する労働は強められた労働として作用するO 換言すればそれは同じ

種類の社会的平均労働に比べて，間ーの時間にヨリ大なる価鑑を造り出

という規定に対してもこの点から生産力増進の普通化に伴う費用を，社会的
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に必要なるものとすることは出来ないであろうか。 J

この「反通説的なJ主張にたいして，多くの批判が集中したことは当然で

あったが，これらの批判の大部分は，この「特別剰余価値」をマルクスのい

わゆる「強められた労働Jで説明するだけで、あって，さらにこの「強められ

た労働Jが，何故「強められた労働Jとしてあらわれざるをえなし、かという

点について， {箆{産法期の根拠にまでさかのぼって検討したもので、はなかっ

た。したがってここでは中JII清毘にはじまって，佐藤義正氏，平田清明氏等

にうけつがれていく一連の宇野教授の所説にたし、する批判はとりあげなし、。

宇野教授の主張は「価値を，それに要費せられる社会的必要労働時間によ

って秤量することのほかに，それ自身労働時間に計量しえないところの漠然

たるれ、かなる社会もざけることのできない費用Jを価値形式の基礎として

あらたに導入するJのであり， rここに{罰鑑論は二元的に修正されることに
なる。労働価鑑説はすくなくとも個別的な相対的剰余価値の生産にかんする

かぎり『費用J説によって補足され修正されることになる」という中)11氏の

批判に代表されるこれらの見解においては，第1に，宇野教授の所説が，

円、かなる社会もさげることのできない費用Jをもって「強められた労働J

の根拠を説明しようとするものであり，けっして労働儲値説にたし、して「費

用説」をもって「補足Jしようとするものではなく，したがってむしろ資本

家的生産様式の労働価値説による首尾一貫した解明をめざすものであ;5とい

う点が完全に見失われおり，第2に，この宇野教授の所説を拒否するとして

も，それにかわって「特別剰余価値」の問題を価値関係におし、てあきらかに

するための積極的提言はしめされておらず，そこにみられるのは，たかだか

すでにみてきたような市場倍億論によって生産過程における特別剰余儲債を

とくという倒錯した方法でしかなし、からである。

だがここで一応ふれておかねばならないのは，この特別剰余儲{直の問題の

しく把握したうえで一一つまり価値法期とは，たんに直接的生産過

程における使用価値生産のための投下労働量にかかわるばかりではなく，

f資本論Jの流通費用の考察にしめされているように，むしろあらゆる社会
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に共通な経済的実体関係の特殊控史的な形態規定をとおしての展開にほかな

らないことを前提したうえで，この特別剰余価値の問題を，たんに諸資本の

競争関係における超過利潤一般としてではなく，生産過程における資本と労

働との関係から解明しようとする方法的立場にたって一一一宇野教授の所説を

取扱:おうとする若干の主張であるO

。ローゼンベルク『資本論注解・ 2J] (青木香!苫版)329頁。

2)向上欝， 328真。

3)向坂逸郎『マルクス経済学の基本問題』所収

4)向上番， 231頁。

5)向上書， 265~6 頁。

6) r資』③538支。
竹内坂，前掲書， 240~ 1真。

8)向杉Et一郎『独占理論の研究J] 152~ 3頁。

9)宇野弘蔵「相対的剰余価値の概念J， ~資本論の研究J 所収， 95ß{o (以下「概

念Jと略称する。〉

10) r概念J101頁。
11)中JlI清「格対的剰余儲伎と差額地代J(rn設物論研究J昭和12年11月号所収。〉

12)佐藤義正「棺対的剰余価値の概念に関する一試論J(東北大学『経済学J]19号所

llAo ) 

13)平田清明「地代論論争の問題点J( r資本論の解明J第5分冊所収。〉
14)中JlI官官掲論文， 118頁。

2 

出杉一郎氏は，宇野教援の所説を「特別剰余価値を実体的なものとみる

という点において通説に反する、注呂すべき見解」であり，この「特別剰余価

値が実体的なものとして把握されようとしていること自体には，誤りはない

といわなければならないJとして，教援の主張を基本的には容認しながら，

しかも「この正しい洞察を裏づけようとして持ちだされている一-w新方法
による剰余価値……はー商品を生産するに社会的に必要なる労働時間を要せ

ずして生産するとLづ特殊の事情に基づくのであるが，一般資本家的に獲得
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せられる相対的剰余錨値が錨人資本家の利益として獲得されるJのであっ

て，それは新方法を普及させるための費用にほかならないという一一一解釈

は，疑問のいれられるべき余地をもっO げだし，それはいわば思想、であっ

て，理論ではないからである」という，あまり明確でない指摘をおこないつ

つ，結果的には宇野教授の所説を否定するのである。

すなわち「特別剰余価値z 費用説そのものは，特別剰余価値の意味づけで

あって，それの理論ではなし、。なるほど特別剰余儲龍は，理論的に見ても，

費用の一部であるO しかし，それは社会が必要とする商品を確保するための

費用の一部なので、あって，新しい生産方法ないし生産力を普及させるための

費用なのではない。もちろん新しい生産方法ないし生産力の充用者に，この

ような特別の利益が与えられるということは，それらを普及させるであろ

うO そして百的論的には，特別剰余価値はそのための費用と見られなくはな

いであろう O しかしそれは特別剰余価値の社会的な意味づけであって，

の理論的な説明とはし北、えない」というのである。

しかし，この由杉氏の「特別剰余錨値ニ=費用説J批判においては，当の

野教授の主張は完全に誤解されていることを指摘しておかねばならない。

野教援にあっては「新しい生産方法ないし生産力の充用者に，このような特

別の利益が与えられるということは，それらを普及させるであろう C そして

目的論的には，特別剰余価値はそのための費用と見られるJという意味にお

いて，いわゆる「特別剰余価値=費用説Jが主張されているわけではない。

これはすでに，宇野教授が平田清明氏の見解を批判されつつのべられたよ

うに「相対的剰余価値があらゆる社会に共通な生産方法の改良にもとづいて

F価値決定の内容Jを与えられるというのを，……相対的剰余鏑{震をもって

ただちに資本家が生産方法を改良する費用にあてるかのごとく理解」したも

のにほかならなL、。つまり日目来の生産方法による資本家こそ機械の改良等

に『費用』を必要とするのであるが，しかし資本主義は，そういう

をかかる資本家には与えないで，u費用j~ど投じない資本家に特別の利益を
与えるという形で生産方法の改善さと推進するJのであり， rそれがこういう
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顛倒した形で、しかおこなえないのが資本主義に特有の形態なのであるJとい

うのが，宇野教授における「特別剰余価値t 費用説Jの基本構造だったのて、

あり，その点ではまさに由杉氏の批判とはぎゃくに， r特別剰余儲値の実体
的基礎は，それの社会的な効用にではなく，それを不可避にする経済社会の

機構に求められJていたのであるO

したがって宇野教援の「特剖剰余イ図鑑工費用説」を誤解して， r百的論的

にJr特別剰余儲{陸jを「新しい生産方法ないし生産力を普及させるための

費用Jとなすものであって，これな「思想、であって，理論ではないj として

排斥しつつ， r特別剰余価値の実体的基礎jの円、ま一つの根拠に到達」し

た白杉氏の積極的主張についてはここでとくに立入って考察する必要をみと

めない。

簡単にいえば，それは一面では「特別剰余錨値」を個別資本の競争にもと

づく超過利潤として処理するとともに，他酪では「強められた労働」にあっ

ては「労働が賀的に向上して，なんらかの度合にお、いて複雑労働化すると考

えるJという単純な方法が主張されているにすぎなし、。前者についてはすで

にふれたので問題にしない。後者の見解は，機械の改良にもとづく生産力の

増大を，単純労働の複雑労働への転化として説明しようというものであっ

て，これは機械制大工業の普及にともなって複雑労働が単純労働に転化し，こ

の単純労働による社会的生産過程の支配によって価値法則の現実的根拠があ

たえられるとする『資本論Jの基本的規角をまったく否定するという方法的

錯誤をおかさないかぎ、り，問題となりえないことを指擁しておけば、たりる。

このように「特別剰余価値=工費用説」の誤解から出発するのではなく，

野教授の主張される経済原則と経済法則との基本的関係を承認しながら，と

いうよりむしろこのような価値論理解を前提とするがゆえに， r生産手段の

改良のため破棄されるべき対象化された労働の量は，社会主義社会において

は，改良にさいして一片の考患の対象にもならないといい切る」ことによっ

て，宇野教授の「相対的剰余価値=生産力水準普及費用J説を rその根底

から打破ろうJとしたのが日高普氏の「強められた労働」にかんする主張で
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あった。

日高氏は，いわゆる[棺対的剰余価値ニ=生産力水準普及費用J説の当否を

あきらかにするために，宇野教授によってしめされている「たとえば，社会

主義社会になった場合，従来使用せられてきた機械その他の労働手段カむな

おその使用儲億を全部的に失なわないでいるとき，新たなる発明等によって

新しい機械に替えられるということは如何にして行なわれるか，という問

題」について， i次のような単純化した例」によって具体的な解答をあたえ

ようとする。

「ある使用錨値について年々ある一定量を消費者としてみた社会に提供す

るようにさだめられた5カ年計調の実施中 1カ年経過してあと 4カ年残っ

ている時，その生産手段として用いられる機械に新しい発明がなされた，と

するO もし古い機械のままおし還すならば年々一定量の使用{削患を社会に提

供するために 100の労働が必要とされ，したがって残りの 4年間に400の労

働が必要とされる。ところが新しい機械はその生産に 100の労働が必要とさ

れるが，生産力が高まるため同量の使用{閉館を生産するのに年々 50の労働

しか必要でなし、。だから残りの 4年間に合計300の労働が必要とされる。ど

ちらの場合も機械はあと 4年しかもたず原料や補助材料はどちらの場合も間

と仮定して拐殺するならば，この河者の比較によって新しい機誠を採用し

た方が社会的に有罪IJだということは，何人にとっても明らかであろう。この

ような数字のもとでは，明らかに新しい機械の採用がおこなわれる。使用し

てきた古い機域が破棄されるわけだが，破棄されるべき対象化された労働が

1，000であろうが500であろうが，また 50であろうが，それは一切関係が

ない。つまり生産力水準の普及のため犠牲にされる対象化された労働は，新

機械採用の有利不利を検討する場'合の考慮には絶対にはし、らないのである 0

・・また，今の例で300対400というように新機械の採用の方が有利だとい

うことになっても，従来の機械ならば今年は労働が 100しか必要でないのに

新しい機械を採用するのに今年150(機械の生産に 100)を必要とする。 4

荷主ど通じてみたならば新機械の採用の方が有利であるのに，さし当って今年
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だけの問題としてみれば 50だけ計画より多い労働をその部門にふりむける

ことは，その時の生産状態全体とにらみ合わせて密難とされる場合もありう

るであろう O その時は新機械の採用は行われえない。けれども，この場合で

も，考意されたものは生きた労働のわりふりの問題で、あって，対象化された

労働の問題ではなし、。結論的にいえば，生産手段の改良のため破棄されるべ

き対象イじされた労働の最は，社会主義社会においては，改良にさいして一片

の考慮の対象にもならないとL巾、切ってよいであろう。 J

このような日高氏の，社会主義社会では生産力の発展にさいして「対象化

された労働」はし、っさい問題とならず， r生きた労舗のわりふりの問題Jし

か存在しないとする特異な見解にたし、しては，すでに宇野教授による批判が

あたえられている。

すなわち，宇野教授によれば，社会主義社会における新機械採用のさいに

「考慮されなければならないのは，従来使用してきた機械についての，あと

何年もつかという捜用価値で、あって，対象化された労働量ではないJという

白高氏の主張は， r u死んだ労働Jが資本主義社会で資本として労働者の支
配の手段となるという点を強く考えられるの余り，社会主義社会ではそれが

問題にならないと考えられたためではないと思う」というのであるO

具体的に臼高氏の設例についていえば「古い機誠がいつ採用されたかは不

明であり，またその償却分がどの程度この生産物を生産するのに要する労働

時間をなすかも示されていないoJ rもし新しい機械の採用のもとにおこな

われる生産の生産物に u4年間に合計して 300の労働が必要とされるJとす
るならば，古い機械の生産に要した労働時間がその生産物の生産に要する労

働に何故計量されなし、かは，理解しえないことであるoJそして結烏「社会

的には，特に他の生産部門にとっては， u破棄される対象化された労働Jも，
その生産物の生産に要した労働とせられなければ計画経済なんか行われるこ

とにはならなしづと考えられるというのであるO

たしかに字野教授のいわれるとおり，日高氏の設例において，いかに社会

主義社会とはいえ， r生産力水準の普及のため犠牲にされる対象化された労
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i動l土，新機械採用の有利不幸IJを検討する場合の考慮には絶対にはいらないJ

というのは，われわれにとっても「理解しえないことであるo J 

しかしこの日高氏の誤りの原菌は 1[f'死んだ労働』が資本主義社会が資本

として労働者の支配の手段となるという点を強く考えられるの余り，社会主

義社会ではそれが問題とならないと考えられたため」かどうかは疑問であ

る。むしろ日高氏にあっては， I日L、機械を使用している場合と，新しい機械

を採用する場合とが，その社会的再生産の全体的関連からきりはなされて，

たんなる個別的な誼接的生産過程の生産条件の差異のうちに抽象的に国定化

されて把握されている点に，この奇妙な結論を導く原因があったので、はない

か，とわれわれは考える。

新しい機械の採用のもとにおこなわれる生産物の生産に 14年間に合計し

て300の労働が必要とされるjのにたいして，古い機械の生産に要した労働

時間がその生産物の生産に要する労働のうちに計量されていないという日

氏による奇妙な事態、の把握は，この点に由来するO つまりこの時点において

は，古い機械を採用したという過去の結果は，すでになんとしてもとりかえ

しのつかないこととして，それ以後の流動的投下のみが比較の対象とされて

いるのであるO しかし比較されるべきものは，王甘い機械を使用して生産物を

生産するのに必要な労働時間全体と，新しい機械を採用した場合の必要な全

労働時間とであるということは，全社会的関連からみるかぎり，一般に生産

物を生産するのに必要な労働とは，生産手段としての機械をもふくめた全体

の費用を再生産するに要する労働時間以外にはありえないということを考え

ただけであきらかであろう O

日高氏は，社会主義社会とは呉って，資本主義社会にまずし、ては「偲別資本

はどのような状態になろうと従来保持していた儲値量(対象化された労働〕

を計算の基礎にすえざるをえない」として，新しい機械を採用する資本も，

T討し、機械を使用しつづける資本も，ともにその価値計算に機械部分に対象化

されている労働時間をふくめなくてはならないとしているのであるが，その

理由を「資本制生産社会では，個別資本の価値増殖が経済活動の中心であ
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るJという点にもとめておられるO しかしこれは「髄{直量」の「計算J，し

たがって価値法剤の理解における根本的な誤りとみなくてはならなし、。

何故なら日高氏の主張によれば，この場合「対象化された労働Jを価値計

算のうちにふくませることは，経済原則とは無関係な，資本制的生産社会に

おける特殊な現象として処理されることになろう O つまりこの場合，生産物

の生産に要する労働時間を，その生産手段における「死んだ労働j と富接的

生産過程における「生きてし、る労働Jとの合計として計量することは，資本

制社会にのみ{固有な関係であることを意味するO しかし「錨値法則は一社会

として成立するために資本主義の採る特殊の仕方における社会的原則であ

るJという日高氏の別の伺処における主張にしたがうならば，この場合「対

象化された労働Jを「計算の基礎にすえる」というのは，あらゆる社会に共

通な経済原則たりえないという理由から，それが資本主義社会において価値

法尉としてあらわれる根拠も否定されることになるのである。

資本主義社会において， 1個別資本はどのような状態になろうと従来保持

していた価値量(対象化された労働〕を計算の基礎にすえざるをえなLづの

は，けっして「資本制生産社会では，個別資本の価値増殖が経済活動の中心

であるため」ではなく，あらゆる社会において，個別的生産過程を社会的生産

過程の一環として，つまりそれを社会的再生産過程の構成部分として措定さ

れたものとして把揮するならば， 1どのような状態になろうとJその生産物

の社会的関連を， 1従来保持していたJ 1対象イじされた労働Jをふくむ投下

労働時間の相互的関係をとおして規定せざるをえないためである。新しい機

械の採用の普及の過程において，効率の比較基準として価値量の計算をおこ

なう場合も，けっしてその例外をなすものではなし、。もしも社会主義社会に

おいて;土， 1生産主力水準の普及のため犠牲にされる対象化された労働は，新

機械採用の有利不幸IJを検討する場合の考慮には絶対にはし、らないJとするな

らば，資本主義社会においても，かかる場合に「従来保持していた価値量

(対象化された労働〉を計算の基礎にすえる」ことはありえなし、。 1館別資

本Jがこの点を考蕗せざるをえないとしても，それは「社会的原則」を根拠
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とした「価値法則」によってではなく，むしろたんなる資本主義社会にのみ

個有な特殊な現象として，したがって偶然的な儲絡関係としてこれをおこな

うにすぎないことになり，この特殊な現象を価値関係のうちに解明する途は

とざされることになる。

もともと資本主義社会たると社会主義社会たるとをとわず¥この由来の生

産力を前堤としつつ新しい機械を採用する場合の問題は，日高氏の設剖にお

いてしめされているように，たんに個別資本乃五倍々の工場における生産条

件の差呉のみによっては決定されないのであるo 1周知資本も，それが社会的

再生産過程の一環を担当するものとして位置づけられるかぎりにおいて，新

しい機械採用の可否の判定基準は，たんにその直接的生産過程における

力の差兵によってではなしそれによって生産される生産物の社会的価値規

制によって，したがってこの生産物が市場において如何なる値値で売買さ

れ，その結果資本の利潤率はどのように変動し，さらに利子率との関係にお

いて具体的にし、かなる個別利鴻の獲得となってあらわれるか等の，商品価値

をめぐる社会的機構の変動過程をとおしてあたえられざるをえないのであ

る。この点は社会主義社会においても同じで、あって，ただ社会主義社会で

は，価格変動や利潤率，利子等の変動によってではなく，般の工場や生産部

門との生産物の補填関係を基軸として，全社会の「生きている労働」と「死

んだ労働Jの配分の量的比率の関係をとおしてこれを決定することになる。

したがって日高氏の設例におL、て，向う 4年間における 400の労働と 300

の労働という 2つの数字の「比較によって新しい機械を採用した方が社会的

に有利だということは何人にとっても明らかであるJとしても，これはあく

まで社会的再生産過程の全体的関連からきりはなされた抽象的な両者の比較

で、あって，これだけでは社会主義社会でも， I日い機械をすべて寵棄して新し

い機械の採用を遂行するかどうかはまったく判断できなし、。すでにのべたよ

うに資本主義社会では，このような異なる生産条件のもとで生産されに商品

の価格，利j関率，利子率の変化との対象において，新しい機誠採用の可否は

決定されざるをえないが，もちろん個別資本の立場においては，このような
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生産条件の変化にもとずく荷品価格，利潤率，利子率の全面的な変動は，客

観的に完全に把握されうるもので、はない。個別資本としては，その結果をあ

る程度予測しつつ，最終的にはこの新しい機械の採用について，いわば「命

がけの飛躍」のうちに有利とみこんだ選択をする以外にはなし、。このように

して新しい機械を採用した結果が，その資本にとって科潤率の増大をもたら

せば，この選択が「社会的に有利だということJがはじめて確証されたこと

になる。ぎやくのばあいはもちろん選択の失敗を意味するO 無政府的な個別

資本の生産をもって社会的な再生産を逐行する資本主義社会においては，こ

のように新機械採用の場合にも，たんにその誼接的生産過程における生産効

率の大小によって，その生産条件を決定することはできないのである。

これにたいして社会主義社会では，もちろん「これをできうる限り無駄の

ない計画をもってしようというのであるJが，この場合にも直接的生産過程

の効率のみによってではなく， 19い機械に投下された労鴎，その撹却部分，

さらにこれを蕗棄するに必要な労働，新しい機械をつくるための労働等を中

心として，これらのために他の生産部門からどの程度労働がひきあげられる

か，それによって縮小される生産部門と全生産部門との素材補填における均

衡関係等を全面的に検討したうえでないと，新機械採用の可否の決定はなさ

れえない。

つまり新機械採用が「社会的に有利だというJ判断は，社会的再生産過程

における全体的関連によって下されざるをえないという点では，資本主義社

会であろうと，社会主義社会であろうと全く開じであるが， 1密部資本の無政

府的な生産のうちにその社会的再生産が実現される資本主義社会において

は，あくまで個別資本の無政府的な選択にもとづく利潤率乃至利子率の変動

の過程をとおして，その社会的結果が事後的に判明するのにたいして，社会

主義社会では，これを計画的に事前に把握しつつ決定するという点が異るの

であるO

日高氏にあっても 14年間を通じてみたならば新機械の採用の方が有利で

あるのに，ざし当って今年だけの問題としてみれば50だけ計画より多い労
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働をその部門にふりむけることは，その時の生産状態全体にらみ令せて罰難

とされる場合もありうるであろう O その時は新機械採用は行われえないj と

して，新機械採用における「その時の生産状態全体Jからする阻止的条件が

あげられている。しかしこれは「その時の生産状態全体」におけるひとつの

条件にすぎなし、。さらに従来の機械を破棄する費用も考慮にいれなくてはな

らないことはもちろんであるが，そればかりではなく，従来の機械において

どの程度の償却を年々おこなってきたかを前堤として，その社会の「生産状

態全体Jの計画がたてられているのて、あって，たんに「今年だけの問題とし

てみれば50だけ計画より多い労働をその部門にふりむけるJという点につ

きるものではない。具体的には従来の機械の償却状態に対応して，その機械

の生産部門における生産計画もたてられ，現にその生産は進行しているはず

である。新しい機械の採用は，それらの相互に関連するその社会における再

生産過程全体のくみかえを要求するとともに，関連部門における生産設備の

破棄をともなうそのくみかえのための費用を必要とするO 社会主義社会にお

いては，これらを全面的に検討し計画を修正しつつ，その社会的生産力の

発展を，あたえられた動員可能な労融時間のわりふりのうちに実現しなくて

はならないのであるo Iこの場合でも，考慮されたものは生きた労働のわり

ふりの問題であって，対象イじされた労働の問題ではないJというほど問題は

単純ではなし、。 I生きた労働の)わりふり j自身が，過去の労働のわりふりと

の一定の対誌においてしかあたえられえないのであるO そしてこれは， I偲

J31j資本の{図鑑増殖が経済活動の中心である」資本主義社会における儲龍計算

の特殊なありかたというのではなく，対象化された過去の労働である生産手

段を媒介としてしか，生きた労働の対象化を実現しえない人間社会に賞織す

る，生産力の発展過程にかならずともなう原則的関係にほかならなし、。つま

りいかなる社会にあってもその生産力の増進は，すでに達成された一定の生

産力水準を前提としつつ遂行せざるをえないために，かならず「対象化され

た労働に執着Jしつつ「生きた労働」のわりふりをかえてL、く過程としてる
注〉

らわれざるをえないのであるO
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注〉渡辺昭氏は，その 1r特別剰余価値Jについて(l)J(r経済理論J第82号所収〉
において，基本的には日高氏の設例にしたがいながら，より具体的に「生産方法の

改善の過程」を「二つの場合」にわけて考察されている。すなわち「一つは生産方

法のまさに革命的な変化による社会的労働の著しい節約が， 1日来の労働手段の破棄

を中心とする転換の費用負担を償って余りある場合でありJ，Iもう一つの場合は，

生産力の増進による労働の節約が!日方法の転換の費用を償うに足りない場合であ

る。 Jそして前者においてはr!日労働手段を直ちに被楽してでも新方法に転換する

のが社会的に有利でありJ，後者においては I1日労働手段の『償却Jに応じて生産

方法の転をはかつていくのが社会的に最も有利であるJ(向上書， 52~3頁〉とい

うのである。つまり日高氏にあっては前者の場合のみをもって一般的な例解とした

のにたいし，渡辺氏は後者の場合をつけくわえて考察範罰を拡げたわけで、ある。し

かし渡辺氏が，日高氏の例においては IISぃ機械の文字通りの『破棄』によって直

ちに新方法への転換をはかることこそが， r労働の節約Jという点で，社会的に最
も有利であるということを示ずにすぎない」として，この場合にも 1r破棄される
対象イじされた労働Jも，その生産物の生産に婆した労働とせられなけばならない」
という宇野教授の批判を，まったくしりぞけられている点からもうかがわれるよう

に，新機械の導入のさいの「破棄された労働」についての処理にかんしては，まっ

たく臼高氏と同じ考えに立っているのである。そのかぎりでは，われわれがここで

おこなってきた日等氏の所設に対する批判は，そのまま渡辺氏にもあてはまるとみ

てよいであろう。すなわち渡辺氏にあっても，日高氏と同様，新しい機械導入のさ

いの社会的な効率の比較およびそれによるこの新機減採用の可否の決定を，直接的

生産過程における問題に限定しているのである。これでは宇野教授の提出された問

題の哀の意味は見失なわれ，問題はきわめて単純に，社会的な総再生産過程からき

りはなされたふたつの直接的生産過程における生産効率の算術的比較の問題へと形

式的に一般化されざるえないであろう。

1)白杉前掲蓄， 151 Jt。

2)向上書， 154頁。

3)向上書， 156頁。

心宇野弘蔵 1r相対的剰余前日伎の概念JについてJ99頁。(rマルクス経済学原理
論の研究J所収〉
5)向上書， 100頁。

的自杉前掲審， 156 Jt。

7)向上妻， 161 Jto 

8)向上議， 162 Jt。

9)日高普「強められた労働の問題， (2)J 56頁。(r経済宏、林J第22巻，第4号，所
収〉
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10)宇野，前掲論文， 89頁。

11)日高，前掲論文， 55~6 頁。

12)宇野弘蔵「市場価値論についてJ83]変。 く『マルクス経済学原理論の研究J所収〉
13)向上論文， 84頁。

14) 13高，前掲論文， 48頁。

15)宇野，前掲論文， 85賞。

3 

すでにみてきたように，一定の産業部門において旧い機械を採用しつづけ

る資本と，新しい機械を採用した資本との，ふたつの異った生産力水準によ

って商品の生産がおこなわれる場合，前者が，従来の機械を廃楽して新しい

機械を採用する判断の基準は，たんに「生きた労働のわりふりの問題jにと

どまらず「対象化された労働の問題」との関係においてあたえられざるをえ

ず，しかもこの「対象化された労働の問題Jも，その資本における「生産力

の増進による労働の部約が!日方法の転換の費用制償うに足りる」かどうかと

いう点に眠定されるのではなく，他産業部門との関連をとおして，その社会

における全産業の生産力の増進の問題との関連において考慮されねばならな

いのであって，これはあらゆる社会に共通する生産力増進の過渡的過程にお

ける基本的性格をなすのであるO

ただ資本主義社会においては，たとえば社会主義社会とは異って，直接的

にではなく，潟品「価格と利潤率乃至利子率との変動によってこれを社会的

に規制Jせざるをえず，したがってこれを「外部的の強制!としてJ 1"常に事

後的に行われる調整Jの過程として実現せざるをえないのであるO

したがって資本主義社会における増大した生産力の普及の過程は，具体的

にはふたつの性格を異にする社会的損失をふくんで進行することになる。ひ

とつは，あらゆる社会に共通する，生産力の増大にさいして!日来の画定設舗

の廃棄にともなう損失であり，もうひとつは，資本がこの過程を無政時的に

逐行し，事後的に調整されるという資本家的商品経済に特有の関係に起因す

る損失である。前者は資本家的生産の一般的関係として， {思値関係、において
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れねばならぬのにたいして，後者は，個別資本間の具体的な競争過程

をとおして進行する価格関係乃杢偶然的な超過利潤の関係として処理されね

ばならない。

もちろんここで「特別剰余価値Jと関連して問題とされるのは，前者の関

係だけである。

ところでここでとりあげねばならないのは，あらゆる人間社会において，

その社会的生産力の増進のためには，一定量の労働を犠牲にせねばならず，

資本主義社会においても，この経済原期は当然貫かれるとしても，資本主義

社会にあっては何故またいかなる機構をとおして，この犠牲にされる労働と

すぐれた生産力をもっ資本の得る「特7JIJJiJ余価値」とが関連することになる

かという問題であるO すなわち，宇野教授のいわゆる「新たなる生産方法が

普及するまでの簡に資本家が個別的にうる枢対的剰余錨鑑が，し、かなる関連

をもってあらゆる社会に共通な原則的規定を反映しうるかというJ Iきわめ

て困難な問題Jである。

宇野教授は，さきにみたように，この問題にたいして「知何なる社会にお

いてもー産業部門の一部に行われたる生産方法の改善による生産力の増進

は，使用価値の生産の増大であると共にそれが一般化されるためには，多か

れ少かれ A 定の期間と一定の費用とを要するものといえるであろう O 資本主

これを個人的利益を通じて普及する機構以外には方法を有さないのであ

って，それは当然価値法則として現われなければならない。工業における相

対的剰余価値はこの場合かかる社会的規制を無意識的に麗関しているのであ

る」として， Iこの点から生産力増進の普遍化に伴う費用を，社会的に必要

なるものとしてJいわゆる「強められた労働」の「基礎Jとすることによっ

て解決されたのである。

しかしうたしかに円、かなる社会においてもJI生産方法の改善」が「一

般化されるためには，多かれ少かれ一定の期間と一定の費用とを要するJも

のであって，資本主義社会の生産力の増大の過程においても，当然かかる

「費用Jは存在すると考えねばならぬとしても，この「一定の期間と一定の



22 (22) 経済学研究第15巻第1号

費用」とをもって，ただちに「特別剰余価催Jにおける「強められた労働J

の「基礎」となすには，相当掴難な問題がある。

というのは，教授も指摘されるように，資本主義社会においては「資本家

のうる特別の剰余悟値としての相対的剰余価値そのものを改良費として

家がそれによってその生産方法を改善するというのではないJからである。

むしろ改良費を必要とする資本家にたいしては，この改良費はあたえられ

ず，すでに改良費を必要としない資本家に特別j剰余価値としてあたえられる

という逆転した結果をもたらすのであって，教授はこのような特殊な関係を

「資本主義の下にあっては価値形態の下に，資本家的に顛倒した現象を呈す

るのであるJとして処理されている。

たしかにi1図鑑形態Jは，それが本来もっている物神的性格のゆえに，人

間の社会関係を「顛倒したj形において表現することはし、うまでもなし、。し

かしこの「価値形態Jにおける「顛倒u性とは，たとえば本来他の社会にお
いては，その使用価値を誼接的目標として生産される労働生産物が，

済においては，その交換儲値を直接的目標として生産され，使用掘値はたん

に交換価値の担い手として商品の消極的要因たらしめられるという意味にお

いて理解されるべきであって， I一定の費用Jを要する資本家にたいしては，

この「費用」と対応する儲鑑はあたえられずにかえって「損失望ど以て強制j

され， I費用Jを必要としない資本家にたいして，この「費用Jを

とする特別の利潤があたえられるというのは， u資本論Jで展開されている
商品の物神性にもとづく社会関係の「顛倒J性の説明をこえた特異な現象と

し、わねばならない。

したがってこのような「生産力増進の普遍化に伴う費用Jという経済原則

的規定が，資本主義社会ではきわめて特呉な「顛倒J性をもってあらわれる

という現象は，よしそれが「価飽形態Jの物神性にもとずくものであるにせ

よ，この「顛倒Jの具体的機構の解明をとおしてさらにたちいった検討を要

されることになるであろう。

おそらくこの「生産力増進の普通化に伴う費用Jが，資本主義社会におい



「特別剰余価値Jとf強められた労働」 降旗 (23) 23 

て何故かかる「顛倒J性をもってあらわれざるをえなし、かをあきらかにする

ためで、あろうと思われるが，宇野教授は一般的に「工業における相対的剰余

{図鑑」を「かかる社会的規制Jの「無意識的Jr展開Jとして説明されたの

ちに，さらに「他のー聞からJこの過程について次のように補足されてい

るO

門前々の資本家の下に獲得せられる相対的剰余価値は，また他のー箇から

は例えば資本家が機械によって駆逐した労鏑から生ずるものと見ることも出

来るO 個々の資本家は市場の関係から勿論これを全部実現し得ないものとせ

られるのであるが，生産が社会的に規制せられる社会においてはこの節約せ

られたる労働が直ちに抱の改良せられない部分のために利用せられることに

なるであろうと考えられる。資本主義はこれを最初は個々の資本家の利益を

通じて従進し，後にはその損失を以て強制するとLづ機構を与えられている

のである。 J

しかし，この「他の一面からJする「相対的剰余価値J形成の機構の解明

は，さきの「生産力増進の普通化に伴う費用Jによる「その基礎jの説明と

くらべても，さらにー麗難解であるO

教授がここで「個々の資本家の下に獲得される格対的剰余価値」すなわち

「特別剰余価値Jを「資本家が機械によって駆逐した労働力から生ずるもの

と見られるJのは，社会主義社会においては， rこの節約せられたる労働が

直ちに飽の改良せられない部分のために利用せられることになるであろうと

考えられるJからである。しかし社会主義社会では必然的に「この部約せら

れたる労働が恵ちに他の改良せられない部分のために利用せられることにな

るJとは何としてもいえなし、。たしかにそういう場合もありうるであろう。

だが「この蔀約せられたる労働Jをもって， J.lljの部門の生産力の増大にふり

むける場当もありうる。その選択は，全体の社会的再生産構造との関連にお

いて，その社会的生産力を如何に合理的に増大せしめるかを基準にしてなさ

れるのであって，各生産部門内および部門間の具体的事情によって呉ってく

ることはいうまでもない。
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教授がここで，社会主義社会においては「この節約せられたる労働が藍ち

に地の改良せられない部分のために利用せられるJと想定されたのは，これ

をもって，資本主義社会における特別剰余儲値が「資本家が機械によって駆

逐した労働力から生ずるJことを論証し，この資本における「強められた労

働」を「駆逐された労働1JJを媒介としつつ， r生産力増進の普遍イヒに伴う

費用Jと連繋せしめようとされたからにほかならなし、。つまり社会主義社会

にあっては，一部の工場で採用されたすぐれた生産力をもっ機械は，一定の

労働力を遊離せしめ，この遊離した労働力が「他の改良せられない部分のた

めに利用されるJとすれば、，この新しい機械の採用によって増大した生産

力，すなわち「強められた労働Jと， r他の改良せられない部分jにおける

生産力の増大に必要な労働力とは， r遊離された労働力Jをとおして等置せ

しめられることになる。ところが社会的な労働配分を個別資本の無政府的競

争のうちに逐行する資本主義社会においては， r強められた労働」は「特別

剰余錨値Jとして画定化されるために，新らしい機械によって「遊離された

労働力Jは，けっして「他の改良せられない部分Jに転用されることなく，こ

の生産力の劣った資本は，自己の「損失を以てJその「生産力増進の普遍化

に伴う費用Jを負担しなければならなくなる。すなわちここに，社社主義社

会における一部の生産力の増大にともなう「機械によって駆逐した労働力J

と「生産力増進の普通化に伴う費用」との対芯関係は，資本家的社会におい

ては，その根拠を共通にしつつ，しかも現象的には「顕傍jしたJ形態であら

われることになるというのであろう O

しかしすでにみたように，社会主義社会においても「節約せられたる労

働が直ちに他の改良せられない部分のために利用せられるJという関係は，

けっして必然的に成立するものでないとすれば，この「機械によって駆逐し

た労働力jを媒介として「生産力増進の普遍化に伴う費用Jが「特別剰余髄

値」として現象するという特異な「顛倒UJ的関係の解明の論理は崩壊する以

外にないであろう。

かくてわれわれは，ここで字野教授の「他の一面からJするこの「顛倒」
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過程の説明からはなれて， r生産力増進の普遍化に伴う費用Jと「特別剰余

儲鎮!との機構的関連を，新たな視角から解明しなくてはならなし、。

。宇野，前掲rw相対的熱i余儲値の概念JについてJ97真。
2)向上書， 98~9 頁。

3) r概念J102賞。

4 

以下の考察にとって理論的前提たなすものとして確認しておかねばならな

いのは次の諸点であるO

すなわち「郁何なる社会においてもー産業部門の一部に行われたる生産方

法の改善による生産力の増進は，使用価値の生産の増進で、あると共に，それ

が一般化されるためには，多かれ少なかれ一定の期間と一定の費用とを要

しJ，このような「生産力増進の普遍化に伴う費用Jは，あらゆる社会的生

産において境問価鑑を生産するために必要な社会的襲用をなすものとして，

いわゆる経済原則乃室経済の自然法則の構成要素をなす。

いかなる社会においても，あたえられた生産力によって生産物は生産され

る以外にないが，これは同時に，できるかぎり生産力を増大し，より多くの

生産物をなるべく少ない費用をもって生産するというたえざる発展をその内

部にふくんだ過程として， この社会的生産が遂行されていることを意味す

るO

この問題にかんしてマルクスは次のようにし、う o r共同的生産が前提され

ている場合，時間規定はもちろん依然として本質的であるO ……個々の個人

の場合と同様，社会の発展，亨楽，活動の普遍性は時間の節約にかかってい

る。時間の経済，あらゆる経済は結局そこに解消されるO 社会は，その全体的

需要に応じた生産を実現するために，その時間を合目的的に分割しなければ

ならない………。だから時間の経済は，さまざまな生産部門への労働時間の

計語的記分と同様，依然として共同的生産の基礎上での第ーの経済法則で、あ
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つまり社会が利用しうる労働時間を社会的需要に感じて適合的に配分する

ことと，この労働の生産性をたえず高めることとが，経済原則の基本内容を

なすのであるO そして当然この労(働時間にかんする河者の関係は，別々に分

離して存在するのではなく，労働時間の社会的記分自体が労働の生産性の増

大をともないつつおこなわれ，また労働の生産性の増大は労働時間の適合的

配分を媒介として実現されるのであるO もちろんマルクスのこの規定は「共

同的生産が前提とされている場合Jについてのべられたものであるが，資本

による無政府的競争のうちに社会的生産が実現される場合にも，それが人間

の撞史的過程の特殊な展開様式たるかぎり，この「経済法則J一一われわれ

のいわゆる経済原則一ーは，特殊な形態をとって貫徹せざるをえない。そし

て価償法尉が，この経涜原則をその成立の基礎とするこの涼則の特殊商品経

済的な貫徹様式にほかならぬ以上，当然この経済原期におけるニ面的規定は

価植法則においてもその展開のうちにふくまれることになる。

価値法則の基本的内容は，商品を生産するに必要な労働時間によってその

錨値が決定されるという関係によってあたえられるのであるが，この商品を

生産するに必要な労働時間という規定の中には，すでにこの必要労働時間の

社会的に可能なかぎりでの短縮という内容をふくんでいるのである。 I生産

力増進の普通化に伴う費用Jを価値規定の内容との関連において考察せねば

ならないとしづ要請は，じつはこのような価値法則の基本的性格にもとづく

もので、あった。

さて以上の諸点を念頭においたうえで，この「生産力増進の普通化に伴う

費用Jと「特別剰余価値Jとの具体的関連についての究明にすすもう。

社会主義社会においては，一定の生産部門において一部分の生産方法の改

良による生産力の増大が生じた場合，たんにその部分の生産物の生産に要ーす

る労働時間の減少として処理するわけにはいかなし、。 I日い生産方法にしたが

う部分も，新しい生産方法を採用した部分も，全部合計して，結局この部門

の生産物の生産にはどれだけの労働時間を要したかを計算し，金生産物の投
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下労働量を決定する以外にないであろう O このことは同時に，さらに他の部

分がIElぃ生産手段を廃棄しー新しい生産方法を採用して生産を開始した場合，

この部門の生産物の生産に要する労働量は，この廃棄した生産手段および廃

棄に要する費用にふくまれた労働量を考慮しつつ，決定されねばならぬこと

を意、味するO

つまり社会主義社会の計画経済におし、ては，一部分で生じた生産力の増大

も，飽の部分で生ずるIEl生産手段の廃棄にともなう費用も，どちらも考慮さ

れつつ，この部門全体の生産物の生産に要ーする労働量は規定されるのであ

り，したがって生産力の増大にともなう生産物の投下労働量の減少は，基本

的には，いわば連続的変動におい

することになるO

されつつ，全経済計画の部分を構成

これに反し，個別資本の自由競争によって媒介された資本家的商品経済に

おし、ては，その生産力の増進の過程は，いわば不連続的な価髄変動のうちに

進行することになる。

すなわち，他の諸条件が同一で、，一部の資本が例外的に新しいすぐれた機

械をもって，従来と同様の生産物を生産する場合，この生産物の「個別価

値」は低下しているにもかかわらず，それは!日来の「社会的価値J--a:基準に

して売買されることになる。一部資本における生産力の増大，生産物の「個

別館値jの抵下は，ただちにこの部門の全体の生産力の増大， I社会的価値」

の抵下となってはあらわれないのである。

そしてこれに対応して，他の資本がその!日来の生産手段を廃棄して新しい

生産手段にきりかえたとしても，この生産物の「個別価値Jは新しい生産方

法による投下労働量に規制されて，けっして!日生産手段の麗棄にともなう費

用を新生産物の「個別儲値Jのうちにふくませることはできなし、。もちろん

この場合も，その生産物は「社会的{底値」によって規制され，その結果，

「社会的価値Jと「鏑別{函館j との差額を「特別剰余価値」として得ること

になるが，この「特別剰余価値Jはただちに!日生産方法の廃業にともなう費

用と対諒するものではなし、。たしかにある場合には，獲得された「特別剰余
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価値Jをもって， I日生産方法の廃棄にともなう費用制償う資本もありうる

が，それは偶然的に発生した関係で、あって，ある場合には生産力の増進はま

ったくの「損失を以て強制されJ，新しい機械の採用によって漸くその「個

別価値Jを「社会的価値Jに一致せしめる資本も出現することになるO

以上の両面は， r生産上でも分配上でもすきとおったように単純なJ社会

主義社会の計画経済における生産物の生産に要する投下労働量の計算にたい

して，無政府的な資本の運動に媒介された資本主義社会における舗値と投下

労働量との関係が，生産力増進の過渡的過経にあらわれる根本的な差異であ

るO 資本主義社会における商品の価値は，援本的には投下労働量によって規

定せられるμ外にはないが，この投下労働量の基準となる一定の社会的生産

力が，この過渡期においては単一の生産力としてはあらわれず，支記的な生

産力と例外的な生産力とに分裂しているのであって，かかる場合には，商品

経済はその生産部門における支記的な生産力を基準として錨値関係を規制せ

ざるをえないのであるO こうして社会的再生産のための労働の適合的配分

を，商品の価格変動にゆだねて処理せざるをえない資本主義社会において

は，あらゆる社会に共通する「生産力増進の普遍化に伴う費用Jを直接的に

商品の価銭関係において反映せしめる機構はもちえないと同時に，例外的に

すぐれた機誠を採用する資本家は，その生産物を「個別価値」にしたがって

でなく「社会的価値」によって，それゆえ誼接「投下された労働Jによって

でなく「強められた労働Jによって生産されたものとして販売しうる特有の

機構があたえられることになるO

つまり資本主義社会における「特別剰余価値Jは，産接「生産力増進の普

通化に伴う費用Jによってその基礎をあたえられるものではなし、。その点で

は「経済原則jは「経済法期Jとして発現しうる機構はもちえなし、。にもか

かわらず，この「特別窮余価値」は特殊な機構をつうじて「生産力増進の普

通化に伴う費用Jと関連せざるをえなし、。

社会主義社会では，すでにみたように「生産力増進の普遍化に伴う費用」

を，直接使用価値生産に要する労働時間のうちにふくませて，その経済計画
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を逐行せざるをえないが，これは生産力水準が変動しつつある過渡的過程に

おいては， I日来の生産力水準において投下された圏定設備が，新しい生産力

の普及にたいして一定の阻害的影響をあたえていることを意味するO つまり

!日来の閤定設備を嬢棄して新しい機械を採用した場合には，ただちにこの新

しい生産力水準によって社会にその生産物を供給しうるものではなく，この

!日来の閤定設備の擦棄にともなう費用をさしひきつつ，結果的にはその分だ

け生産力水準を低下せしめて生産物を社会に供給することになるO そしてこ

れはいうまでもなく，その社会形態如何にかかわらずあらゆる社会につうず

る生産力水準の変動するさいの「生産力増進の普遍化に伴う費用Jのもつ共

通の性格である。

ところが資本主義社会においては，資本は直接この「生産力水準の普遍化

に伴う費用」を，その生産物としての商品の価値規定の内容にふくませるこ

とはできなし、。したがって個別資本にとっては，この費用は純粋な損失とし

れねばならないために，この費用の存在は，部分的に達成された新

たな生産力水準の普及を組止する役割をはたすことになるoI日米の画定設婦

をかかえた資本にたいしてそれだけ新しい機械を採用する時期をおくらせる

この社会的効果は， 1生産力増進の普通化に伴う費用Jのもつ資本主義社会

における独自の意義といってよL、。そして改良された機械を稼動させる一部

資本にもたらされる「特別剰余価値」は，じつはこのような資本主義社会に

おける独自の機構をとおして社会的に形成されるのであるO すなわちこのす

ぐれた生産力をもっ一部資本が一定期間その生産物を「偶JJIJ価値J以上に販

売しうるのは，この生産部門における自余の資本が「生産力増進の普遍化に

伴う費用」によって，その生産力の増進をただちに実現することを陸止さ

れ，一定期間!日来の国定資本による生産の続行を強制せらるために，この生

産部門の商品の f社会的儲値Jが!日来の生産力水準によって規制されざるを

えないとL寸事情にもとづいているO このような資本主義社会の生産力水準

増進の過渡的過程における「生産力増進の普遍化に伴う費用Jの特殊な役割

こそ，一部の新しい機械を採用した資本にもたらされる「特別剰余価値J形
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成の根本的原因にほかならなし、。

こうしてあらゆる社会に共通な「生産力増進の普遍化の伴う費用jは，資

本主義社会においては他の社会におけるとは呉って，いわば直接に使用価値

を生産するための費用としては計量されえず，したがって直接に価値規定の

内容たりえないにもかかわらず，ぎゃくにそれゆえに，生産力増進の普遍化

にたいする積極的な組害要因たることによって，社会的個値規定をとおして

一部の資本において「特別剰余価値Jを形成する根拠に転化し，その結果，

この資本における単純なる労働を「強められた労働Jとして機能せしめるこ

とになるのであるO

したがって，この一部の資本の獲得する「特別剰余価値jの内実をなす

「強められた労働Jは，車接的に「生産力増進の普遍化に伴う費用」と対応、

するものではなL、。その点では，この経済京期的関係は経済法則として車接

にあらわれえなし、。にもかかわらず「生産力増進の普遍化に伴う費用」は，

資本主義社会に特有の機構をつうじて，社会的価{直関係を規制しこの「社

会的価{ffiiJを媒介にして一部の資本に「特別剰余倍値」を形成することにな

るO その点からすれば、，一定期間一部の資本における個別掘値を社会的価値

より低下させ， i特別剰余価値」を形成するという特有の機構をとおして，

「生産力増進の普遍化に伴う費用」は資本主義社会の儲値規定のうちに自巳

を反映せしめることになる。このように理解してはじめて，この「特定Ij剰余

価錨Jの場合にのみ，あらゆる社会に共通する経済原則的規定が， r顛倒し
た」形態をもって発現せざるをえない理論的根拠が，その具体的機構の把握

をとおして解明されうるのではないであろうか。

「特別剰余{函館Jはこのように，あらゆる社会に共通の「費用Jを根拠と

して形成されるものであるとはいえ， しかしそれはけっして誼接的にこの

「費用Jと対応するものではなく，資本主義社会におけるこの「費用Jの独

自の処理の仕方にもとづいて， i社会的価値」と「個別価値Jとの関連をと

おして， r資本主義的顛倒性」のうちにあらわれるために，それは一見差額

地代における「虚偽の社会的{図鑑Jと向ーの性格において理解されやすい。
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じじっ「特別剰余倍値」を「農偽の社会的価値Jの，あるいはぎゃくに後者

を前者の車種形態として理解しようとする諸々の試みをもっているのである

が，たとえその実現形態において「願倍I]jしてあらわれるとはいえ，やはり

経済原則的規定の資本主義社会における特殊な発現形態である以上，社会主

義社会においてはまったく廃棄される，たんなる市場価値規定にもとづいて

成立する，いわゆる「虚偽の社会的価値」とは，その本貿において根本的な

をもつことは確認しておかねばならなL、。

1) K ・マルクス『経済学批判綱要~ 89頁。

2) r概念J106頁。



 
 
    
   HistoryItem_V1
   TrimAndShift
        
     範囲: 全てのページ
     トリム: 同サイズ 5.827 x 8.268 インチ / 148.0 x 210.0 mm
     シフト: 無し
     ノーマライズ（オプション）: 'オリジナル'
      

        
     32
            
       D:20071031155242
       595.2756
       a5
       Blank
       419.5276
          

     Tall
     1
     0
     No
     431
     342
    
     None
     Down
     14.1732
     14.1732
            
                
         Both
         27
         AllDoc
         29
              

       CurrentAVDoc
          

     Uniform
     14.1732
     Bottom
      

        
     QITE_QuiteImposingPlus2
     QI+ 2.1a
     QI+ 2
     1
      

        
     0
     31
     30
     31
      

   1
  

 HistoryList_V1
 qi2base



